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平成24年 障害者雇用状況の集計結果について 

大分労働局(局長 久保雅裕)では、このほど、民間企業や公的機関などにおける、

平成24年の「障害者雇用状況」集計結果を取りまとめましたので、公表します。 

障害者雇用促進法では、事業主に対し、常時雇用する従業員の一定割合（法定雇用

率、民間企業の場合は1.8％）以上の障害者を雇うことを義務付けています。 

今回の集計結果は、同法に基づき、毎年６月１日現在の身体障害者、知的障害者、

精神障害者の雇用状況について、厚生労働省が障害者の雇用義務のある事業主などに

報告を求めているものです。 

 

なお、法定雇用率は平成25年４月１日に改定することとしています（民間企業の場

合は 1.8％→2.0％）。 

 

 

【集計結果の主なポイント集計結果の主なポイント集計結果の主なポイント集計結果の主なポイント】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 

平成２４年１１月１４日 

大分労働局職業安定部 

 職 業 対 策 課 長  矢 野 善 朗 

 障害者雇用担当官  宮 下 和 久 

  電話 ０９７－５３５－２０９０ 

＜民間企業＞(56人以上規模)（法定雇用率1.8％） 

○ 雇用障害者数2,387.0人と前年より6.8％（151.5人）増加。 

○ 実雇用率は2.10%（全国平均1.69％）。 

○ 法定雇用率達成企業の割合は58.7%(全国平均46.8％) 

 

＜公的機関＞ 

○ 県の機関(法定雇用率2.1%)  

  雇用障害者数105.5人、実雇用率2.29% 

○ 市町村の機関(法定雇用率2.1%)  

  雇用障害者数243.0人、実雇用率2.32% 

○ 教育委員会(法定雇用率2.0%) 

  県教育委員会: 雇用障害者数141.0人、実雇用率1.85% 

  市教育委員会: 雇用障害者数4.0人、実雇用率2.40% 

 

 大分労働局は、法定雇用率を下回る民間企業及び地方公共団体に対し、引き続

き障害者の雇用促進に向け、一層の指導を行っていきます。 
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１．民間企業における雇用状況  

 (1) 雇用されている障害者の数、実雇用率、法定雇用率達成企業の割合 

○ 1.8 ％の法定雇用率が適用される常用労働者 56 人以上規模の企業に    

雇用されている障害者の数（注1）は、2,387.0人で、前年より6.8％（151.5

人）増加した。 

○ 実雇用率（注 2）は、2.10%（全国平均 1.69%）で前年より 0.1 ポイント上

昇し、法定雇用率達成企業割合は、58.7％（全国 46.8％）で前年より 0.4 ポ

イント低下した。 

       （第1表 民間企業における障害者の雇用状況）             

 

 (2) 企業規模別の状況 

○ 企業規模別にみると、雇用されている障害者の数は、56～100人未満規模企

業で 434.5人、100～300人未満で785.0人、300～500人未満で267.0人、500

人以上で900.5人であった。 

○ 実雇用率は、民間企業全体の実雇用率 2.10％と比較すると、500人以上規

模企業(2.57％)は上回り、56～100人未満(2.10％)で同率、100～300人未満(1.

78％)、300～500人以上規模企業(1.88％)については下回った。 

○  法定雇用率達成企業の割合は、56～100人未満規模企業が56.3％、100～30

0人未満が65.4％、300～500人未満が63.6％、500人以上が32.1％であった。 

       （第2表 民間企業における規模別障害者の雇用状況）       

  

  (3) 産業別の状況 

○ 雇用されている障害者の数は、「農、林、漁業」が2.0人、「鉱業、採石業、

砂利採取業」が3.0人、「建設業」が29.0人、「製造業」が591.0人、「電気・

ガス・熱供給・水道業」が7.0人、「情報通信業」が24.0人、「運輸業、郵便

業」が97.5人、「卸売業、小売業」が237.5人、「金融業、保険業」が91.0

人、「不動産業、物品賃貸業」が8.0人、「学術研究、専門・技術サービス業」

が14.0人、「宿泊業、飲食サービス業」が105.0人、「生活関連サービス業、

娯楽業」が25.0人、「教育・学習支援業」が26.0人、「医療・福祉」が929.

0人、「複合サービス事業」が57.5人、「サービス業」が140.5人であった。 

   ○ 実雇用率は、医療・福祉(3.59%)、サービス業(2.16%)などの産業において

高くなっている。 

   （第3表 民間企業における産業別障害者の雇用状況） 

 

 

 ２．地方公共団体における在職状況 

 (1) 都道府県の機関 

都道府県の機関(法定雇用率 2.1%)に在職している障害者の数は 105.5 人、実

雇用率は2.29%で、前年より0.25ポイント上昇した。  

(第 4表 ①法定雇用率2.1%が適用される地方公共団体) 
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 (2) 市町村の機関  

市町村の機関(法定雇用率 2.1%)に在職している障害者の数は 243.0 人、実雇

用率は2.32%で、前年より0.17ポイント上昇した。 

   (第 4表 ①法定雇用率2.1%が適用される地方公共団体) 

 

  (3) 教育委員会 

    法定雇用率 2.0%が適用される県及び市教育委員会に在職している障害者の

数は、145.0 人、実雇用率は 1.86%（県教育委員会は 1.85％、市教育委員会は

2.40％）で、前年より0.41ポイント上昇した。 

    (第 4表 ②法定雇用率2.0%が適用される都道府県等の教育委員会) 

 

 

(注 1)・・・ 重度身体障害者又は重度知的障害者については、その１人の雇用

をもって、２人の身体障害者又は知的障害者を雇用しているものと

してカウントされる。 

重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者（１週間

の所定労働時間が２０時間以上３０時間未満の労働者）については、

１人分として、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障

害者である短時間労働者については、0.5人分としてカウントされる。 

 

（注2）・・・ 雇用している障害者の数を常用労働者数で除した割合。常用労働

者数は、常用労働者総数から除外率相当数（身体障害者及び知的障

害者が就業することが困難であると認められる職種が相当の割合を

占める業種について定められた率を乗じて得た数）を除いた労働者

数である。 
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第１表   民間企業における障害者の雇用状況

① ② ④ ⑤

年 度 企業数 実雇用率

法定雇用

率

E/②×100 達成企業

の割合

人 人 人 人 ％ ％

24年度 656 113,934.5 567.0 34.0 1,119.0 200.0 2,387.0 2.10 58.7

人 人 人 人
％

％

23年度 638 111,542.5 530.0 37.0 1,064.0 149.0 2,235.5 2.00 59.1

　　

第２表   民間企業における規模別障害者の雇用状況

① ② ④ ⑤

区  分 企業数 実雇用率

法定雇用

率

E÷②×100 達成企業

の割合

人 企業 人 人 人 人 ％ ％

56～ 286 20,728.5 80 4 251 39 434.5 2.10 56.3

100人未満 (267) (19,226.5) (69) (4) (188) (42) (351.0) (1.83) (56.9)

100～ 298 44,016.5 163 11 415 66 785.0 1.78 65.4

300人未満 (301) (44,519.0) (152) (17) (445) (49) (790.5) (1.78) (61.8)

300～ 44 14,194.0 58 4 134 26 267.0 1.88 63.6

500人未満 (45) (14,500.0) (165) (5) (194) (29) (543.5) (3.75) (66.7)

 500人以上 28 34,995.5 266 15 319 69 900.5 2.57 32.1

(25) (33,297.0) (144) (11) (237) (29) (550.5) (1.65) (36.0)

規模計 656 113,934.5 567.0 34.0 1,119.0 200 2,387.0 2.10 58.7

(638) (111,542.5) (530.0) (37.0) (1,064.0) (149) (2,235.5) (2.00) (59.1)

 （　　）内は平成23年度分

注）1

2

3

4

　（24年度　資料出所　大分労働局集計）

③　　障  害  者  の  数

平成24年6月1日現在

平成23年6月1日現在

③　　障  害  者  の  数

　（24年度　資料出所　大分労働局集計）

E. 計

Ａ×２＋Ｂ＋

Ｃ＋Ｄ×0.5

Ｃ．重度以外の

身体障害者、知

的障害者及び精

神障害者

Ｄ.重度以外身

体障害者及び知

的障害者並びに

精神障害者であ

る短時間勤務職

員

E. 計

Ａ×２＋Ｂ＋

Ｃ＋Ｄ×0.5

Ａ.重度身体障

害者及び重度知

的障害者

Ｂ.重度身体障

害者及び重度知

的障害者である

短時間勤務職員

Ｃ．重度以外の

身体障害者、知

的障害者及び精

神障害者

Ｄ.重度以外身

体障害者及び知

的障害者並びに

精神障害者であ

る短時間勤務職

員

算定の基礎

となる労働

者数

算定の基礎

となる労働

者数

　②欄の「算定の基礎となる労働者数」とは、常用労働者総数から除外率相当数（身体障害者及び知的障害者が

就業することが困難であると認められる職種が相当の割合を占める業種について定められた率を乗じて得た数）

を除いた労働者数である。

　③Ａ欄の「重度身体障害者及び重度知的障害者」については法律上、１人を２人に相当するものとしており、

Ｅ欄の計を算出するに当たりダブルカウントを行い、Ｄ欄の「重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神

障害者である短時間労働者」については法律上、１人を0.5人に相当するものとしており、Ｅ欄の計を算出するに

当たり0.5カウントとしている。

　Ａ、Ｃ欄は１週間の所定労働時間が30時間以上の労働者であり、B、D欄は1週間の所定労働時間が20時間以上30

時間未満の労働者である。

　（　）内は平成23年6月1日現在の数値である。

　なお、精神障害者は平成18年4月1日から実雇用率に算定されることとなった。

Ａ.重度身体障

害者及び重度知

的障害者

Ｂ.重度身体障

害者及び重度知

的障害者である

短時間勤務職員
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第３表   一般の民間企業における産業別障害者の雇用状況

① ② ④ ⑤

企業数 実雇用率

法定雇用

率

E/②×100 達成企業

の割合

企業 人 人 人 人 ％ ％ 企業

農・林業 1 74.0 0 0 0 0 0.0 0.00 - 0

(0) (0.0) (0) (0) (0) (0) (0.0) (0.00) - (0)

1
144.0

0 0 2 0 2.0 1.39 100.0 1

(1) (142.0) (0) (0) (2) (0) (2.0) (1.41) (100.0) (1)

1
298.5

0 1 2 0 3.0 1.01 0.0 0

(1) (310.0) (0) (1) (2) (0) (3.0) (0.97) (0.0) (0)

23
2,418.5

6 0 17 0 29.0 1.20 47.8 11

(23) (2,412.5) (7) (0) (18) (0) (32.0) (1.33) (43.5) (10)

158
32,178.0

138 1 307 14 591.0 1.84 60.1 95

(158) (31,931.5) (130) (1) (308) (14) (576.0) (1.80) (60.8) (96)

食料品・たばこ 37 5,541.0 11 1 65 5 90.5 1.63 59.5 22

繊維工業 5 510.0 12 0 15 0 39.0 7.65 80.0 4

木材・家具 5 468.0 6 0 4 1 16.5 3.53 80.0 4

パルプ・紙・印刷 11 1,094.0 8 0 10 0 26.0 2.38 90.9 10

化学工業 10 1,683.0 5 0 18 0 28.0 1.66 60.0 6

窯業・土石 6 460.0 0 0 5 0 5.0 1.09 83.3 5

鉄鋼 2 237.0 0 0 1 0 1.0 0.42 0.0 0

非鉄金属 2 611.0 1 0 4 1 6.5 1.06 0.0 0

金属製品 11 975.0 1 0 7 1 9.5 0.97 45.5 5

電気機械 14 2,614.0 6 0 26 0 38.0 1.45 57.1 8

その他機械 43 14,566.5 74 0 106 4 256.0 1.76 51.2 22

その他 12 3,418.5 14 0 46 2 75.0 2.19 75.0 9

3 322.5 2 0 3 0 7.0 2.17 100.0 3

(3) (271.0) (1) (0) (3) (0) (5.0) (1.85) (66.7) (2)

15 1,915.0 6 0 12 0 24.0 1.25 53.3 8

(12) (1,708.5) (5) (0) (12) (0) (22.0) (1.29) (58.3) (7)

38 5,989.0 11 2 73 1 97.5 1.63 55.3 21

(38) (6,074.5) (15) (2) (77) (1) (109.5) (1.80) (55.3) (21)

85 17,143.0 53 8 96 55 237.5 1.39 49.4 42

(84) (17,496.0) (56) (9) (101) (29) (236.5) (1.35) (47.6) (40)

9 4,770.5 24 0 41 4 91.0 1.91 66.7 6

(9) (4,657.5) (24) (0) (43) (4) (93.0) (2.00) (77.8) (7)

7 631.5 0 0 8 0 8.0 1.27 71.4 5

(7) (594.5) (0) (0) (8) (0) (8.0) (1.35) (71.4) (5)

8 892.5 5 0 4 0 14.0 1.57 62.5 5

(8) (775.0) (4) (0) (6) (0) (14.0) (1.81) (50.0) (4)

26 7,617.5 23 2 53 8 105.0 1.38 46.2 12

(26) (7,725.0) (19) (2) (53) (7) (96.5) (1.25) (46.2) (12)

20 2,002.5 4 1 16 0 25.0 1.25 35.0 7

(18) (1,688.0) (3) (1) (13) (0) (20.0) (1.18) (33.3) (6)

12 1,633.0 7 0 12 0 26.0 1.59 75.0 9

(12) (1,688.0) (8) (0) (10) (0) (26.0) (1.54) (75.0) (9)

190 25,870.0 254 13 362 92 929.0 3.59 61.6 117

(180) (24,437.0) (222) (13) (301) (79) (797.5) (3.26) (65.0) (117)

9 3,524.0 13 2 27 5 57.5 1.63 55.6 5

(10) (3,344.0) (12) (1) (27) (0) (52.0) (1.56) (50.0) (5)

50 6,510.5 21 4 84 21 140.5 2.16 76.0 38

(48) (6,287.5) (24) (7) (80) (15) (142.5) (2.27) (72.9) (35)

656 113,934.5 567 34 1,119 200 2,387.0 2.10 58.7 385

(638) (111,542.5) (530) (37) (1,064) (149) (2235.5) (2.00) (59.1) (377)

注）　　 （   ）内は平成23年度分 （平成24年度 資料出所　大分労働局集計）

生活関連サービス・業娯楽

教育・学習支援業

医療・福祉

複合サービス事業

サービス業

産　業　計

運輸・郵便業

卸売・小売業

金融・保険業

不動産・物品賃貸業

学術・専門・技術サービス業

漁業

鉱・採石・砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給業

情報通信業

平成24年6月1日現在

③　　障  害  者  の  数

法定雇用

率達成企

業数

区    分 算定の基礎と

なる労働者数

Ａ.重度身体

障害者及び重

度知的障害者

Ｂ.重度身体

障害者及び重

度知的障害者

である短時間

勤務職員

Ｃ．重度以外

の身体障害

者、知的障害

者及び精神障

害者

Ｄ.重度以外身

体障害者及び知

的障害者並びに

精神障害者であ

る短時間勤務職

員

E. 計

A×2＋B+C+D

×0.5
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第４表　地方公共団体における障害者の在職状況第４表　地方公共団体における障害者の在職状況第４表　地方公共団体における障害者の在職状況第４表　地方公共団体における障害者の在職状況

① ③実雇用率

E. 計

E÷①×100

A×2＋B+C+D

×0.5

人 人 人 人 人 人 ％

県
4,605.0 19 4 53 21.0 105.5 2.29

 雇用率 2.1%

４ 機関

(4,624.5) (17) (3) (47) (21.0) (94.5) (2.04)

 適用機関

市町村
10,492.5 50 6 126 22.0 243.0 2.32

２４機関

(10,525.5) (42) (5) (127) (21.0) (226.5) (2.15)

合計
15,097.5 69 10 179 43.0 348.5 2.31

(15,150.0) (59) (8) (174) (42.0) (321.0) (2.12)

（平成24年度 資料出所　大分労働局集計）

県
7,640.0 29 3 77 6.0 141.0 1.85

 雇用率 2.0%

１機関

(7,681.0) (26) (2) (55) (1.0) (109.5) (1.43)

　 適用機関

市町村
167.0 2 0 0 0.0 4.0 2.40

（教育委員会）

１機関

(165.0) (2) (0) (0) (0.0) (4.0) (2.42)

　

合計
7,807.0 31 3 77 6.0 145.0 1.86

(7,846.0) (28) (2) (55) (1.0) (113.5) (1.45)

（平成24年度 資料出所　大分労働局集計）

注）１　

2

3

4

①　法定雇用率2.1 ％が適用される地方公共団体

②　法定雇用率2.0 ％が適用される県及び市の教育委員会

平成24年6月1日現在

　

Ａ.重度身体障

害者及び重度

知的障害者

②障害者の数

Ｄ.重度以外身

体障害者及び

知的障害者並

びに精神障害

者である短時

間勤務職員

Ｂ.重度身体障

害者及び重度

知的障害者で

ある短時間勤

務職員

Ｃ．重度以外

の身体障害

者、知的障害

者及び精神障

害者

　（　）内は平成23年6月1日現在の数値である。

　なお、精神障害者は平成18年４月１日から実雇用率に算定されることとなった。

算定の基礎と

なる職員数

　①欄の「算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数

（旧除外職員が職員総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員

数である。

　②Ａ欄の「重度身体障害者及び重度知的障害者」については法律上、１人を２人に相当す

るものとしており、Ｅ欄の計を算出するに当たりダブルカウントを行い、Ｄ欄の「重度以外

身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間障害者」については法律上、１人

を0.5人に相当する者としており、Ｅ欄の計を算出するに当たり0.5カウントとしている。

　Ａ、Ｃ欄は１週間の所定労働時間が30時間以上の職員である。Ｂ、Ｄ欄は１週間の所定労

働時間が20時間以上30時間未満の職員である。
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平成24年6月1日現在

大分県知事部局 3,800.5 91.5 2.41 大分県教育委員会 7,640.0 141.0 1.85 11.0

大分県企業局 62.0 1.0 1.61 別府市教育委員会 167.0 4.0 2.40

大分県病院局 372.5 6.0 1.61 1.0

大分県警察本部 370.0 7.0 1.89

注　１

大分市役所 2,405.0 53.0 2.20

別府市役所 710.0 19.0 2.68

2

中津市役所 924.0 16.0 1.73 3.0

日田市役所 581.0 12.0 2.07

臼杵市役所 304.5 7.0 2.30

3

佐伯市役所 966.0 22.0 2.28

宇佐市役所 510.0 14.0 2.75

豊後大野市役所 504.0 13.0 2.58

杵築市役所 433.0 10.0 2.31

国東市役所 388.0 9.0 2.32

由布市役所 324.0 5.0 1.54 1.0

津久見市役所 118.0 6.0 5.08

豊後高田市役所 227.0 8.0 3.52

竹田市役所 502.0 13.5 2.69

玖珠町役場 178.0 4.0 2.25

九重町役場 129.5 1.5 1.16 0.5

日出町役場 155.0 5.0 3.23

姫島村役場 175.0 5.0 2.86

大分市教育委員会 427.0 9.0 2.11

日田市教育委員会 70.0 1.0 1.43

臼杵市教育委員会 76.5 2.0 2.61

杵築市教育委員会 63.0 0.0 0.00 1.0

大分市水道局 246.0 6.0 2.44

別府市水道局 76.0 2.0 2.63

    法定雇用率2.0％が適用される教育委員会

機関名

①算定の基

礎となる職員

数

 ②障害者

の数

 ③雇用

率

 ④不足

数 備考

　②欄の「障害者の数」とは、身体障害者数、知的障害者数及び精神障害者数の計であり、短時間勤務職員

以外の重度身体障害者及び重度知的障害者については、法律上、１人を２人に相当するものとしてダブルカ

ウントを行い、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間障害者については、

法律上、１人を0.5人に相当するものとして0.5カウントを行っている。

　④欄の「不足数」とは、①欄の職員数に法定雇用率を乗じて得た数（１未満の端数切り捨て）から②欄の障害

者の数を減じて得た数であり、これが０となることをもって法定雇用率達成となる。

　したがって、実雇用率が法定雇用率を下回っていても、不足数が０となることがあり、この場合、法定雇用率達

成となる。

　①欄の「算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧除外職員が職

員総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。

 ④不足

数

    法定雇用率2.1％が適用される地方公共団体

備考機関名

①算定の基

礎となる職員

数

 ③雇用

率

 ②障害者

の数
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